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第１章 はじめに        

１ 学校規模適正化・適正配置の背景と目的 

本市では，平成２８年度から平成３１年度までを計画期間とする教育の振興のための施

策に関する基本的な計画として，「鈴鹿市教育振興基本計画（平成２８年度～平成３１年度）」

を平成２８年３月に策定しました。この計画では，３つの基本目標を掲げ，その１つに「社

会の変化や技術革新に対応した教育環境を整備すること」と，その目標達成に向けた施策

の基本的方向の１つに「子どもが楽しく安心して学べる環境」を設定しています。 

近年，子どもが授業内容を理解し，友だちと共に生き生きと学校生活を過ごす環境は変

化してきました。家庭や地域社会においては，子どもの社会性育成機能の低下や少子化の

進展が中長期的に継続することが見込まれることなどを背景として，学校の小規模化に伴

う教育上の諸課題が，今後，より一層顕在化することが懸念されています。 

このことから国においては，公立小中学校を所管する市町村教育委員会が学校統合の適

否又は小規模校を存続する場合の充実策等を検討する際の基本的な方向性や考慮すべき要

素，留意点等をまとめた「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置に関する手引（平成２

７年１月２７日付け文部科学省通知）」（以下「国の手引」という。）を策定しました。 

「学校規模の適正化及び少子化に対応した学校教育の充実策に関する実態調査（平成２

８年５月１日時点 文部科学省調べ）」（以下「国の実態調査」という。）によると，全国で

学校規模適正化の基本方針等を策定した市区町村が３１１団体あることが判明しています。 

本市においても，小学校の児童数は平成２１年度の１３，０００人，中学校の生徒数は平

成２５年度の６，２００人をピークに減少傾向になっており，新生児が少なく人口減少が

進む地域がある一方，市街化区域における開発の増加も加わって，過密化が懸念される地

域もあり，地域的な偏在の加速が予測されます。 

このような状況から，少子化等の社会的な背景を踏まえ，本市の小中学校の現状と課題

を整理し，小中学校の学級等の規模と配置の適正化を図る上での基本的な考え方，適正化

を図る手法と手順などを全市的な視点で検討しました。 

また，小中学校の施設は老朽化が進み，一斉に更新時期を迎えることから，早急な対策が

求められています。 

本市では，平成２７年１２月に「鈴鹿市公共施設等総合管理計画」を策定し，公共施設を

一元的に管理することで，市民ニーズや社会経済環境の変化を見据え，財政面での負担を

軽減しながら合理的な維持更新を行っていくこととし，施設総量の抑制などを対策目標と

しています。 

これら本市における少子化の推移，また，具体的な学校の統廃合等に関する全国事例や

先進地視察の状況を考慮し，適正な学校規模の在り方やその実現に向けた方策などを「鈴

鹿市学校規模適正化・適正配置に関する基本方針」として取りまとめました。 

  
【鈴鹿市公共施設等総合管理計画】 

平成２７年３月に「鈴鹿市公共施設マネジメント白書」を作成した後，公共施設等を総合的か

つ計画的に管理するため，同年１２月に「新しく造ること」から「賢く使うこと」への理念の下，

施設総量の抑制や施設複合化の検討等を図ることを目的に策定。 
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第２章 学校規模・学校配置の現状と課題            

１ 学校規模の推移 

（１）立地状況 

本市には，既存の指定集落等の位置状況から，現在，市立の小学校が３０校，中学校が１

０校あります。近鉄名古屋線・鈴鹿線，伊勢鉄道，国道２３号沿線の臨海部で人口が集中し

ている地域には規模の大きな学校が集積し，鈴鹿山麓の中山間地等では小規模な学校が立

地しています。 

 

 

鈴峰中 

白鳥中 
神戸中 

大木中 

創徳中 

天栄中 

白子中 

平田野中 
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庄内小 

深伊沢小 

図表 市立小中学校の位置 
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（２）これまでの児童生徒数の推移 

過去約１０年間（平成１９年度～２９年度）の児童生徒数等の推移は次のとおりです。 

 

① 小学校児童数・普通学級数の推移 

市立小学校３０校の児童数は，平成２１年度の１３，０００人をピークに減少傾向とな

っており，平成２９年度は１１，２３２人となっています。学級数も同様に減少傾向であ

り，平成２９年度の普通学級数は４１１学級となっています。 

 

図表 小学校児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
② 中学校生徒数・普通学級数の推移 

市立中学校１０校の生徒数は，平成２５年度の６，２００人をピークに減少傾向となっ

ており，平成２９年度は５，７７１人となっています。学級数も同様に減少傾向であり，平

成２９年度の普通学級数は１７３学級となっています。 

 

図表 中学校生徒数の推移 
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（３）これからの児童生徒数の推移（推計） 

本市においては，これからの見通しとして，２０年先までの人口予測から児童生徒数を

推計します。推計に当たっては，既に生まれている０歳から１３歳までの子どもの実数，出

生率の向上施策を講じた場合等を考慮し，次のパターンで行いました。 

 

図表 推計パターンの設定 

設定区分 採用する基本人口，出生率の考え方 

基本推計 

（低位推計） 

基本人口 住民基本台帳による平成２４年及び平成２９年３月末時点の人口 

出生率 
国（国立社会保障・人口問題研究所）推計による設定値 

（平成３２年１．５４，平成３７年以降１．５１） 

補正推計 

（高位推計） 

基本人口 基本推計と同じ 

出生率 
平成４２年に１．８，平成５２年に２．１になると仮定した設定値 

（人口ビジョン推計によるパターン３） 

  ※ 住民基本台帳による人口を用いて，適宜，推計データを更新します。 

 
① 鈴鹿市人口の推計 

本市の総人口は，平成２９年３月末現在の住民基本台帳で２００，１５１人です。今後，

全国的な動向と同様に減少が進むと予測されます。 

 

② 児童生徒数の推計 

【児童数（小学生）】 

本市の児童数（小学生に相当

する６歳から１１歳までの人

口）は，平成２９（２０１７）

年の１１，４４５人から，平成

４９（２０３７）年には，高位

推計では約９，７００人，低位

推計では約８，２００人になる

と見込まれます。 

 

【生徒数（中学生）】 

本市の生徒数（中学生に相当

する１２歳から１４歳までの

人口）は，平成２９（２０１７）

年の６，２６５人から，平成４

９（２０３７年）には，高位推

計では約４，６００人，低位推

計では約４，１００人になると

見込まれます。  

図表 児童数（小学生に相当する６～１１歳人口）推計 

図表 生徒数（中学生に相当する１２～１４歳人口）推計 
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２ 小中学校の状況 

本市においては，児童生徒の安全安心かつ快適な教育環境を確保するため，小中学校併

せて４０の学校を設置していますが，昭和４０年から５０年代までに建設された施設が多

く，老朽化による建物自体の寿命や設備の不具合等の修繕を要する問題を抱えています。 

平成２９年度時点において，小学校３０校の内，近年，校舎の全面改築を実施した学校は

１校であり，そのほかの２９校では，ほぼ築年数が３０年を超えています。 

また，中学校１０校の内，近年，校舎の全面改築を実施した学校は２校ありますが，その

ほかの８校では築年数が３０年を超えており，老朽化対策が課題となっています。 

国においては，昨今の厳しい財政状況下で，これまでの学校施設の建築後４０年から５

０年程度での全面改築整備を続けていくことの困難性から，「学校施設の長寿命化計画策定

の手引と解説」を示し，コストを抑えながら質の高い教育環境を確保する長寿命化による

整備（８０年の目標使用年数）への転換が求められています。 

そのため，本市の小中学校についても，国の考え方と「鈴鹿市公共施設等総合管理計画」

の基本的な考え方を踏まえ，具体的な進め方を個別施設計画等で取りまとめます。 
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（１）小学校の施設状況 

 学校名 地区 建築年度 築年数 

１ 天名小学校 天名 昭和４０年 ５２年 

２ 長太小学校 一ノ宮 昭和４１年 ５１年 

３ 一ノ宮小学校 一ノ宮 昭和４３年 ４９年 

４ 合川小学校 合川 昭和４３年 ４９年 

５ 庄内小学校 庄内 昭和４３年 ４９年 

６ 牧田小学校 牧田 昭和４５年 ４７年 

７ 河曲小学校 河曲 昭和４５年 ４７年 

８ 深伊沢小学校 鈴峰 昭和４５年 ４７年 

９ 加佐登小学校 加佐登 昭和４６年 ４６年 

１０ 石薬師小学校 石薬師 昭和４７年 ４５年 

１１ 白子小学校 白子 昭和４７年 ４５年 

１２ 庄野小学校 庄野 昭和４８年 ４４年 

１３ 若松小学校 若松 昭和４８年 ４４年 

１４ 椿小学校 椿 昭和４８年 ４４年 

１５ 愛宕小学校 白子 昭和５０年 ４２年 

１６ 飯野小学校 飯野 昭和５０年 ４２年 

１７ 玉垣小学校 玉垣 昭和５１年 ４１年 

１８ 国府小学校 国府 昭和５２年 ４０年 

１９ 稲生小学校 稲生 昭和５３年 ３９年 

２０ 井田川小学校 井田川 昭和５３年 ３９年 

２１ 鼓ヶ浦小学校 白子 昭和５４年 ３８年 

２２ 箕田小学校 箕田 昭和５４年 ３８年 

２３ 桜島小学校 玉垣 昭和５７年 ３５年 

２４ 神戸小学校 神戸 昭和５７年 ３５年 

２５ 明生小学校 牧田 昭和５８年 ３４年 

２６ 清和小学校 牧田 昭和５９年 ３３年 

２７ 栄小学校 栄 昭和５９年 ３３年 

２８ 鈴西小学校 深伊沢 昭和６１年 ３１年 

２９ 郡山小学校 栄 平成 ２年 ２７年 

３０ 旭が丘小学校 白子 平成１８年 １１年 

（２）中学校の施設状況 

 学校名 地区 建築年度 築年数 

１ 白子中学校 白子 昭和３６年 ５６年 

２ 大木中学校 箕田 昭和３７年 ５５年 

３ 千代崎中学校 玉垣 昭和３７年 ５５年 

４ 白鳥中学校 加佐登 昭和３９年 ５３年 

５ 天栄中学校 栄 昭和４５年 ４７年 

６ 鼓ヶ浦中学校 白子 昭和５３年 ３９年 

７ 鈴峰中学校 鈴峰 昭和５５年 ３７年 

８ 創徳中学校 飯野 昭和５８年 ３４年 

９ 神戸中学校 河曲 平成２１年  ８年 

１０ 平田野中学校 国府 平成２６年  ３年 

  ※建築年度（最も古い建物を対象）は「公共施設カルテ」による。ただし，改修年度は記載し

ていない。 
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第３章 学校規模・学校配置の基本的な考え方     

１ 適正規模の考え方 

（１）学級数の上限について 

学校教育法施行規則では１２学級以上１８学級以下を標準としていますが，義務教育諸

学校等の施設の国庫負担等に関する法律施行令では，５学級以下の学校と１２学級から１

８学級までの学校とを統合する場合においては２４学級までを適正な学級規模として国庫

補助を行うことになっています。 

（２）学級数の下限について 

小学校では，１１学級以下の場合には１学級となる学年が存在し，クラス替えができな

い学年ができるため１２学級以上が望ましいといえます。しかしながら，学校の地域にお

けるコミュニティ形成の役割を考慮する必要があります。 

中学校では，小学校よりも多様な人間関係の構築が望まれ，教科担任制が適正に機能す

るとともに部活動等の確保も考慮する必要があり，国の手引では１２学級以上が望ましい

としています。 

（３）学級規模（人数）について 

国の手引では，学校規模を検討するに当たり，学級は児童生徒が学校生活の大部分を過ご

す基本単位であり，学級規模（人数）を考慮することも極めて重要であるとしています。 

また，１学級当たりの下限を定めている自治体もあります。三重県では小学校１，２年生

の少人数教育の実施において２５人と設定し，他県では教育活動の質を維持するために２０

人としている事例もあります。 

適正化の検討において，特に１学級となる学年がある学校については，学級数と併せて１

学級当たりの児童生徒数も考慮する必要があります。 

そのような中，国の実態調査では学級数や学校全体の児童生徒数を定めている自治体もあ

る一方で，学校規模の基準を定めていない自治体も多く存在する実態が報告されています。 

また，国の手引では，学校規模の標準は弾力的なものであり，地域の事情に応じたきめ細

かな分析に基づき行うものであるとしています。 
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【国の実態調査による】 
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２ 適正配置の考え方 

（１）通学距離について 

国の手引では，「徒歩や自転車による通学距離は，小学校で４ｋｍ以内，中学校で６ｋｍ

以内という基準はおおよその目安として妥当」としています。 

（２）通学時間について 

国の手引では，「通学時間について，おおむね１時間以内」を一応の目安とし，地域の実

情や児童生徒の実態に応じて，１時間以上や１時間以内に設定することの可否も含めた判

断を行うことが適当であるとしています。 

 

 

３ 教育的観点等からの考察 

国の手引では，学校の適正規模や適正配置を考える上で，次のとおり義務教育のための

教育的観点に加え，地域コミュニティの核としての性格への配慮も必要としています。 

 

（１）教育的観点 

   小中学校は，教科等の知識や技能等を習得するだけではなく，児童生徒が集団の中で多

様な考えに触れ，認め合い，協力し合い，切磋琢磨することを通じて思考力や判断力，表

現力，問題解決能力などを育み，社会性や規範意識を身に付けることが重要になります。

そのためには，一定規模の集団が確保されていることや，経験年数，専門性，男女比等に

ついてバランスのとれた教職員が配置されていることが望ましいことから，一定の学校規

模を確保することが重要となります。 

   また，適正規模の検討は様々な要素が絡む困難な課題ですが，飽くまでも児童生徒の教

育条件の改善の観点を中心に捉え，学校教育の目的や目標をより良く実現するために行う

べきものであることに留意し，これからの学校の在り方について，保護者や地域等と共通

理解を図りながら検討していく必要があります。 

 

（２）地域コミュニティの核としての性格への配慮 

   小中学校は，児童生徒の教育のための施設であるだけでなく，各地域のコミュニティの

核としての性格を有しており，防災，保育，地域交流の場等，様々な機能を併せ持ってい

ます。 
   また，学校教育は，地域の未来の担い手である子どもたちを育む営みでもあり，まちづ

くりの在り方と密接不可分であるという性格を持っています。 
   このため，適正規模や適正配置の具体的検討については，行政が一方的に進める性格の

ものではなく，学校が持つ多様な機能にも留意し，学校教育の直接の受益者である児童生

徒の保護者や将来の受益者である未就学児の保護者の声も重視しつつ，地域住民の十分な

理解と協力を得るなど「地域と共にある学校づくり」の視点を踏まえた丁寧な議論を行う

ことが望まれます。 
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４ 小規模校・大規模校の考え方 

 学校は，児童生徒に教科等の知識や技能を習得させるだけではなく，多様な考え方や価値観

に触れ，社会性や規範意識を身に付けさせることが重要となります。このような教育を行う上

では，一定規模の児童生徒の集団が確保されていることが望まれます。 
 国の手引では，児童生徒にとってのより良い教育環境を整えていくためには，小規模校及び

大規模校の特性等を考慮し，規模の適正化についての検討が必要であるとしています。 
 
（１）対策の優先順位の考え方 

将来的に発生することが見込まれる学級数の少ない過小規模校と学級数の多い過大規模

校については，保護者や地域等と十分な協議を行い，課題の対応について速やかに検討を

始めることが必要です。 

 

（２）現状を存続する場合の対応 

学校の地域コミュニティとしての役割を考慮して，複式学級のある過小規模校を存続さ

せる場合や，通学区域の変更が困難なため，過大規模校を存続させる場合も想定されます。

その理由として，通学や買物といった日常生活においては，自宅を中心に最寄りの駅や公

共施設，河川等を範囲に小学校区，中学校区で生活圏が出来上がり，地域的にまとまってい

るためです。 

このような歴史的な背景においては，学校規模のメリットの最大化とデメリットの緩和

を図り，学校の存続化に向けた手法を講じることになります。一方で，保護者や地域等から

の統廃合に向けた要望や政策的な教育環境の新たな創造に対しては，学校規模の適正化を

図る手法の検討が必要です。 

 

（３）地理的要因や地域の事情による考え方 

   地理的要因や地域バランスにより，学校の統廃合が困難で小規模校を存続させることが

必要であると考えられる地域，学校が地域コミュニティの存続に決定的な役割を果たして

いる等の地域，一旦休校とした学校をコミュニティの核として再開することを検討する地

域等も存在することから，地域の事情を尊重することが必要です。 
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① 小規模校のメリット・デメリット 

小規模校については，以下のようなメリット・デメリットがあります。 

小規模校や複式学級のある過小規模校を存続させる場合には，そのメリットを最大化す

るため，少人数を生かした指導の充実，特色のあるカリキュラム編成，また，デメリットの

緩和策として，ＩＣＴを活用した遠隔授業の実施，社会性の涵養や多様な考えに触れる機

会の確保，切磋琢磨する態度や向上心を高める方策などを検討します。 

○ 複式学級 

 複式学級とは，２つ以上の学年をひとまとめにし，１つの学級に編制することです。複式

学級では，年長者が年少者に教える等，相互に学び合う姿勢が育まれるといったメリット

がある一方で，教師が複数の学年を同時に指導することから，きめ細かな指導を行いにく

いデメリットもあります。 

○ ＩＣＴを活用した遠隔授業 

 ＩＣＴによる遠隔授業とは，学校の存続や学校統廃合の困難な過小規模校等に対して，

ＩＣＴを活用してほかの学校と結び，児童生徒同士の学び合い体験を通じた学習活動の充

実などを図る方策です。現在，国においては，遠隔授業の実施方法や機器配置の在り方など

を取りまとめるための実証を行っています。 

 

図表 小規模校のメリット・デメリット 

 メリット デメリット 

学習面 

・一人ひとりに目が届きやすく，きめ

細かな指導を行いやすい。 

・学校行事や部活動などにおいて，一

人ひとりの活動機会を設定しやす

い。 

・教材や教具を一人ひとりに行き渡

らせやすい。 

・多様な考え方に触れる機会，切磋琢

磨する機会が少なくなりやすい。 

・集団活動に制約が生じやすい。 

・多様な学習・指導形態をとりにく

い。 

生活面 

・児童生徒間の人間関係が深まりや

すい。 

・学年内，異学年間の交流が生まれや

すい。 

・人間関係や相互の評価等が固定化

しやすい。 

・男女比に偏りが生じやすい。 

学校運営面 

・教職員間の意思疎通，連絡調整が図

りやすい。 

・学校が一体となって活動しやすい。 

・地域の協力による郷土の教育資源

を最大限に生かした活動が展開し

やすい。 

・経験や教科等の面で，バランスのと

れた教職員配置をとりにくい。 

・中学校では各教科の免許をもつ教

員を配置しにくい。 

・教職員間でのＯＪＴ，情報交換，相

談や協力が行いにくい。 

・教職員に複数校務が集中しやすい。 

その他 
・保護者や地域との連携が図りやす

い。 

・ＰＴＡ活動等での保護者の負担が

大きくなりやすい。 
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② 大規模校のメリット・デメリット 

大規模校については，以下のようなメリット・デメリットがあります。 

大規模校を存続させる場合には，そのメリットを最大化するため，多様な学習・指導形態

やカリキュラムの充実，また，デメリットの緩和策として，教員配置や少人数指導などの対

応を検討します。 

 

図表 大規模校のメリット・デメリット 

 メリット デメリット 

学習面 

・集団の中で，多様な考え方に触れ，

協力し合い，切磋琢磨することを

通じて，一人ひとりの資質や能力

を伸ばしやすい。 

・学校行事や教育活動に活気が生じ

やすい。 

・グループ学習や習熟度別学習，部活

動など，多様な学習・指導形態をと

りやすい。 

・教職員による児童生徒一人ひとり

の把握が難しくなりやすい。 

・学校行事や部活動などにおいて，一

人ひとりの活動機会を設定しにく

い。 

・教材や教具を一人ひとりに行き渡

らせにくい。 

生活面 

・クラス替えがしやすいこと等から，

豊かな人間関係の構築が図られや

すい。 

・社会性や協調性等を育みやすい。 

・学年内の結び付きが中心となり，異

学年間の交流が生まれにくい。 

・同学年でもお互いの名前を知らな

い等，人間関係が希薄化する。 

学校運営面 

・経験や教科等の面で，バランスのと

れた教職員配置を行いやすい。 

・中学校では各教科の免許を持つ教

員を配置しやすい。 

・教職員間でのＯＪＴ，情報交換，相

談や協力が行いやすい。 

・校務の分担を行いやすい。 

・教職員間の意思疎通，連絡調整を図

りにくい。 

・施設や設備の利用に制約が生じや

すい。 

・地域の協力による郷土の教育資源

を最大限に生かした活動が展開し

にくい。 

・中学校では学級によって指導内容

や進度が異なることがある。 

その他 
・ＰＴＡ活動等における保護者の負

担を分散しやすい。 

・保護者や地域との連携が図りにく

い。 
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５ アンケート調査結果 

（１）アンケート調査の実施概要 

① 調査の目的 

   近年の少子化に伴い，児童生徒数や学級数の減少を把握することや，今後も減少が見込

まれることを現実的な社会問題と認識した上で将来を展望することが必要となります。 
   そのため，鈴鹿市教育振興基本計画における施策の基本的方向「子どもが楽しく安心し

て学べる環境」の基本事業「学校規模の適正化」に関して，これからの方向性等を示す基本

方針を策定するために，保護者や学校運営に関わる方の考えや意向をアンケート形式でサ

ンプル調査しました。 

② 調査の設計 

ア 調査対象者 
    アンケート調査票は，分析を考慮してＡからＣまでの３種類を作成し，それぞれの対

象者に分けて実施しました。 
 対象者 人数 

Ａ 各市立小中学校の保護者（ＰＴＡ役員等） 各学校 １０人 

未就学児の保護者（保護者会役員等） 各施設 ５人 

学校運営協議会委員（ＰＴＡ役員及び教職員を除く） 全 員  

Ｂ 各市立小中学校の教員 各学校 １０人 

Ｃ 各市立小中学校の児童生徒 各学校 ５人程度 

※ＰＴＡ役員と学校運営協議会委員を兼務している方は，保護者の立場で回答。 

  ※未就学児の保護者については，市内２３地区に立地する幼稚園，保育所，認定こども

園，つどいの広場事業実施施設等の内から，全地区最低１か所は把握することとしま

した。 
イ 調査時期 

平成２９年８月２５日（金）～９月１５日（金） 

ウ 対象者数 
計１，４５４人 

③ 配付回答状況 

 対象者 配付数 回答数 回答率 

Ａ 
各市立小中学校の保護者 １７５ 

６８６ ８０．２％ 未就学児の保護者 ３９９ 
学校運営協議会委員 ２８１ 

Ｂ 各市立小中学校の教員 ３９８ ３９８ １００％ 
Ｃ 各市立小中学校の児童生徒 ２０１ ２０１ １００％ 
 合計 １，４５４ １，２８５ ８８．４％ 

④ 集計方法 

ＡからＣまでの３種類の調査票の全項目の回答について単純集計を行いました。 
なお，集計結果については，全て小数点以下第２位を四捨五入しています。 



- 13 - 

（２）調査結果の概要 

   本アンケート調査では，学校規模の適正化・適正配置の主旨から，学級編制や通学条件，

小規模校や大規模校対策の手法等についての設問を設けました。回答者の属性や主な設問

の結果については次のとおりです。    

① 回答者属性 

【Ａ 未就学児・小中学校児童生徒の保護者，学校運営協議会委員】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 重複・その他 → 未就学児と小中学校児童生徒両方の保護者，運営協議会委員と保護者で重複している回答者等。 

※ 属性の「Ｎ」は回答者数を，回答総数は複数回答可能な設問の合計数を表しています。 

 

 

※ Ｂ（教員）とＣ（児童生徒）の属性は省略しています。 

  

回答者の世代構成は，４０代で３７.５％と最も多く，次に３０代で２７.１％，６０

代で１５.５％となりました。 

 

  

　小・中学校保護者 263人 のうち 49人 重複
小学校保護者 200人
中学校保護者 112人

未就学児保護者

93

14%

小・中学校保護者

263

38%

運営協議会委員

212

31%

重複・その他

118

17%

属性

N=686

686人

93人

200人

112人

212人

0

0.0 

1

0.5 

0

0.0 

1

0.1 

1

0.5 

8

8.6 

12

1.7 

4

1.9 

20

17.9 

58

29.0 

61

65.6 

186

27.1 

14

6.6 

78

69.6 

128

64.0 

24

25.8 

257

37.5 

28

13.2 

8

7.1 

7

3.5 

45

6.6 

99

46.7 

4

3.6 

1

0.5 

106

15.5 

66

31.1 

1

0.9 

4

2.0 

77

11.2 

1

0.5 

1

0.9 

0

0.0 

0

0.0 

2

0.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

運営協議会委員

中学校保護者

小学校保護者

未就学児保護者

全体

１０代 ２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代 ７０代以上 不明

※全体数値は、重複・その他を含む

20代 30代 70代

以上

10代 不明60代50代40代

上段 回答数

下段 ％

Ｎ＝686 
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② 設問ごとの結果 

ア １学級の人数について 
    小中学校における１学級の人数についての設問では，教員，児童生徒ともに同様の傾

向で「２６人～３０人」の回答が最も多く，次に「２１人～２５人」となり，全体では

「２１人～２５人」「２６人～３０人」の合計が７９．１％となりました。 

イ １学年の学級数について 
    小学校における１学年の学級数についての設問では，保護者等，教員及び児童からの回

答で，ともに「２学級」「３学級以上」がほぼ同数で多く，「２学級」「３学級以上」を併

せて全体の９５．４％となりました。保護者等，教員の理由は「たくさんの先生や友だち

から，多様な考えに触れる機会がある」が最も多く，児童は「いろいろな考えを持った同

級生がいるので，たくさんの考え方を知ることができる」が最も多くなりました。 

    また，中学校の保護者等，教員及び生徒からは「３～５学級」の回答が全体の７９．

５％，「６学級以上」も含めると全体の９８．０％となり，その理由は小学校と同様と

なりました。 

１学年の適当な学級数についての設問（小学校） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

686人

93人

263人

212人

118人3

2.5 

12

5.7 

10

3.8 

3

3.2 

28

4.1 

41

34.7 

121

57.1 

109

41.4 

46

49.5 

317

46.2 

73

61.9 

79

37.3 

140

53.2 

44

47.3 

336

49.0 

1

0.8 

0

0.0 

4

1.5 

0

0.0 

5

0.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

重複・その他

運営協議会委員

小・中学校保護者

未就学児保護者

全体

１学級 ２学級 ３学級以上 無回答

２学級 ３学級以上１学級 無回答

※全体数値は、重複・その他を含む

上段 回答数

下段 ％

【保護者等】 

398人

298人

99人
0

0.0 

2

0.7 

2

0.5 

44

44.4 

167

56.0 

211

53.0 

55

55.6 

127

42.6 

183

46.0 

0

0.0 

2

0.7 

2

0.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中学校教員

小学校教員

全体

１学級 ２学級 ３学級以上 無回答

２学級 ３学級以上１学級 無回答

※全体数値は、属性不明を含む

上段 回答数

下段 ％

【教員】 

【児童】 

Ｎ＝686 

Ｎ＝398 

Ｎ＝146 

146人
20

13.7 

45

30.8 

54

37.0 

20

13.7 

7

4.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

児童

１クラス ２クラス ３クラス ４クラス ５クラス
上段 回答数

下段 ％

２クラス ３クラス１クラス ４クラス ５クラス
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１学年の適当な学級数についての設問（中学校） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【保護者等】 

【生徒】 

【教員】 

686人

93人

263人

212人

118人1

0.8 

8

3.8 

5

1.9 

1

1.1 

15

2.2 

90

76.3 

172

81.1 

201

76.4 

77

82.8 

540

78.7 

25

21.2 

31

14.6 

57

21.7 

15

16.1 

128

18.7 

2

1.7 

1

0.5 

0

0.0 

0

0.0 

3

0.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

重複・その他

運営協議会委員

小・中学校保護者

未就学児保護者

全体

１～２学級 ３～５学級 ６学級以上 無回答

３～５学

級

６学級以上１～２学級 無回答

※全体数値は、重複・その他を含む

上段 回答数

下段 ％

398人

298人

99人0 

0.0 

1 

0.3 

1

0.3 

87 

87.9 

247 

82.9 

335

84.2 

12 

12.1 

46 

15.4 

58

14.6 

0 

0.0 

4 

1.3 

4

1.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中学校教員

小学校教員

全体

１～２学級 ３～５学級 ６学級以上 無回答

３～５学

級

６学級以

上

１～２学級 無回答

※全体数値は、属性不明を含む

上段 回答数

下段 ％
Ｎ＝398 

Ｎ＝686 

Ｎ＝55 

55人
5

9.1 

13

23.6 

13

23.6 

12

21.8 

11

20.0 

1

1.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

生徒

３クラス ４クラス ５クラス ６クラス ７クラス以上 無回答
上段 回答数

下段 ％

３クラス ７クラス

以上

無回答６クラス４クラス ５クラス
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ウ 通学について 
    通学時間（距離）についての設問では，小学校，中学校ともに回答者の属性に関係な

く同様の傾向で，小学校における通学可能な時間（距離）の範囲は「３０分以内」が４

９．８％と最も多く，次に「４５分以内」が３２．９％となり，現在の通学時間（距

離）の目安（上限）である「６０分以内」では１０．５％の回答がありました。 

    中学校における自転車通学での同様の設問では，「３０分以内」が４０．５％と最も

多く，次に「４５分以内」が３４．４％となり，現在の通学時間（距離）の目安（上

限）である「６０分以内」では，２０．０％の回答がありました。 

    児童生徒の回答では，現在の通学時間（距離）は，「ちょうどよい」という回答が最

も多く，「近い」「少し近い」を含めると，全体の６５．７％となりました。 

    また，児童生徒の通学について最も重要と考えるものについての設問では，保護者・

学校運営協議会委員，教員ともに「通学路」とした回答が５１．２％と最も多くなりま

した。 

エ 小規模校及び大規模校への対策について 
    小規模校への対策についての設問では，保護者・学校運営協議会委員は「通学区域

（学校区）の変更や柔軟な運用を検討する」が最も多く，教員は「通学区域の弾力化を

行う」と「学校区を変更する」が多くなりました。 

    また，大規模校でも，保護者・学校運営協議会委員は「通学区域（学校区）の変更や

柔軟な運用を検討する」と「学区外へ通学できるための方策を検討する」が多く，教員

は「通学区域の弾力化を行う」が最も多くなりました。小規模校，大規模校のいずれに

しても，従来の通学区域の再検討による対策についての回答が多くなる結果となりまし

た。 

小規模校への対策についての設問（複数回答） 

  

213

103

99

52

65

67

14

4

63

26

52

30

28

14

7

1

276

130

151

82

93

82

21

5

0 100 200 300

通学区域の弾力化を行う

小規模特認校制度を行う

学校区を変更する

近隣の学校と統合し，片方を廃校する

近隣の小学校・中学校と統合して小中一貫の学校を新設する

複式学級になっても存続させる

ＩＣＴを活用した遠隔授業を実施し，存続させる

その他

(件)

小学校教員 中学校教員
※全体数値は、属性不明を含む

(件)

69

28

15

25

9

2

1

177

86

56

67

29

28

1

131

41

50

93

18

22

7

77

38

29

31

11

8

1

454

193

150

216

67

60

10

0 100 200 300 400 500

通学区域（学校区）の変更や柔軟な運用を検討する

学区外からの通学者を増やす方策を検討する

小規模校間での学校の統廃合を検討する

小中一貫校の新設等，新しい学校形態を検討する

複式学級になっても存続させる

ＩＣＴを活用した遠隔授業を実施し，存続させる

その他

(件)

未就学児保護者 小・中学校保護者 運営協議会委員 重複・その他

【保護者等】 

【教員】 

Ｎ＝686 回答総数＝1158 

Ｎ＝398 回答総数＝843 
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それぞれの対策として通学区域の変更や柔軟な運用への回答が多いですが，学校区の範

囲を設定する設問においては，児童生徒が学校生活を送る上で，望ましい学級数やクラス

人数となるよう考えることを「重要」「やや重要」とする回答が９０．０％となりました。 
また，自治会や行政区との関係性については，下のグラフのとおりとなりました。 

学校区の範囲を設定することについての設問 

児童生徒が学校生活を送る上で，望ましい学級数やクラス人数となるよう考えること 

 

 

近隣の友人（同じ自治会に所属）と同じ学校（同じ学校区）に通うこと 

 

学校区と行政区（地区市民センター）の範囲が一致するように考えること 
 
 

オ 学校の機能について 
    地域コミュニティにおいて学校に必要な機能についての設問では，「児童生徒が快適

に学習できる環境であること」の回答が最も多く，次に「地域の防災拠点として安全・

安心な施設であること」となりました。 

地域コミュニティにおいて学校に必要な機能についての設問（複数回答） 

  

277

111

94

34

179

0

85

42

39

13

66

2

363

153

133

47

246

2

0 100 200 300 400

児童生徒が快適に学習できる環境であること

地域に開かれた文化・スポーツ活動の拠点であること

地域の子育て支援機能との複合的な施設であること

地域の高齢者福祉機能との複合的な施設であること

地域の防災拠点として安全・安心な施設であること

その他

(件)

小学校教員 中学校教員

※全体数値は、属性不明を含む

78

18

46

12

67

1

217

92

102

43

179

1

169

92

104

50

138

3

94

55

55

16

91

1

558

257

307

121

475

6

0 100 200 300 400 500 600

児童生徒が快適に学習できる環境であること

地域に開かれた文化・スポーツ活動の拠点であること

地域の子育て支援機能との複合的な施設であること

地域の高齢者福祉機能との複合的な施設であること

地域の防災拠点として安全・安心な施設であること

その他

(件)

未就学児保護者 小・中学校保護者 運営協議会委員 重複・その他

【教員】 

【保護者等】 

686人
163

23.8 

289

42.1 

206

30.0 

25

3.6 

3

0.4 
全体

やや重要 あまり重要で

ない

重要 無回答重要でない

※全体数値は、重複・その他を含む

686人
256

37.3 

314

45.8 

95

13.8 

12

1.7 

9

1.3 
全体

やや重要 あまり重要で

ない

重要 無回答重要でない

※全体数値は、重複・その他を含む

Ｎ＝686 

Ｎ＝686 

Ｎ＝686 回答総数＝1725 

Ｎ＝398 回答総数＝946 

686人
347

50.6 

270

39.4 

60

8.7 

5

0.7 

4

0.6 
全体

やや重要 あまり重要で

ない

重要 無回答重要でない

※全体数値は、重複・その他を含む

Ｎ＝686 
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第４章 本市における適正規模・適正配置の考え方 

１ 本市の考え方 

本市における学校規模等の適正化を検討する上で，児童生徒により良い学習環境を提供

するほか，基本となる考え方を次のとおりとします。 

 

① 全市的な視点での検討 

児童生徒数の将来推計に基づき，規模や配置を全市的な視点で検討します。 

② 地域コミュニティへの配慮 

学校は地域コミュニティと密接な関係があるため，地域と共に方策を検討しながら進め

ます。 

③ 適正化を図る手法と着手時期の検討 

適正化を図る様々な手法と着手時期について時系列で示すことにより，行政の職員配置

や地域の世代替わりに対応できるようにします。 

 

学校の規模や配置に当たる基準は，次のとおりとします。 

【適正規模】 

   本市の小中学校においては，小中学校普通学級数の試算から，将来的に過小規模校が発

生することが見込まれる一方，現在，大規模校や過大規模校とされている学校は，今後，適

正規模校に推移していくことが見込まれます。 

   また，学級編制においては，本市独自で導入し，目指す過密解消学級編制（２０ページ）

により，学級数が多くなる実態もあります。 

本市の適正規模については，学級数を基準とし，小学校では地域コミュニティ形成等の

考慮や一定規模確保の観点から，１２学級から２４学級までとします。 

また，中学校では各学年が３学級で計９学級になった場合でもクラス替えが可能であり，

教科指導等にも大きな支障がないと考えられるため，９学級から２４学級までとします。 

【適正配置】 

適正配置については，適正配置の考え方（８ページ）から，全ての小中学校が通学距離及

び通学時間についておおむね国の基準を満たしていることから，適正に配置されているとい

えます。 
本市の適正配置については，児童生徒の通学上の負担面や事故・事件等の安全面などに

配慮し，地域の実態等も踏まえ，通学距離は，小学校で４ｋｍ以内，中学校で６ｋｍ以内，

通学時間についてもおおむね１時間以内を目安とします。 

 

学校の規模や配置に当たっては，今後の児童生徒数の見通しや望ましい学級規模（人数），

地域コミュニティ，通学区域など，様々な要素を満たすことが理想とされますが，国の手引

や国の実態調査（７ページ）も考察の上，小中学校普通学級数の試算（２２ページ）による

学級数，通学距離及び通学時間から，現在の学校の配置を基準とした検討を進めます。  

３つのポイント 
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図表 本市における適正規模，適正配置（通学距離及び通学時間）の考え方 

 適正規模 
適正配置 

通学距離 通学時間 

小学校 
１２～２４学級 

（１学年２～４学級） 
おおむね４ｋｍ以内 

おおむね１時間以内 

（※通学上の安全面の配慮） 
中学校 

９～２４学級 

（１学年３～８学級） 
おおむね６ｋｍ以内 

 

図表 平成２９年５月１日現在の小学校の状況（普通学級数） 

 
図表 平成２９年５月１日現在の中学校の状況（普通学級数） 

 

 過小規模校 小規模校 適正規模校 大規模校 過大規模校 

基
準 

５学級以下 

（複式学級あり） 

６学級 

（各学年１学級） 
７～１１学級 １２～２４学級 ２５～３０学級 ３１学級以上 

学
校 

なし 天名小 

合川小 

井田川小 

椿小 

深伊沢小 

庄内小 

鼓ヶ浦小 

明生小 

栄小 

郡山小 

鈴西小 

 

国府小 

庄野小 

加佐登小 

牧田小 

清和小 

石薬師小 

白子小 

愛宕小 

飯野小 

河曲小 

一ノ宮小 

長太小 

箕田小 

若松小 

神戸小 

旭が丘小 

桜島小 

稲生小 

玉垣小 

なし 

 過小規模校 小規模校 適正規模校 大規模校 過大規模校 

基
準 

５学級以下 ６～８学級 ９～２４学級 ２５～３０学級 ３１学級以上 

学
校 

なし なし 平田野中  創徳中 

白鳥中   大木中 

千代崎中  鼓ヶ浦中 

天栄中   鈴峰中 

神戸中 白子中 
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２ 学級数の算定 

（１）学級編制の設定 

普通学級における標準学級編制は，公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標

準に関する法律で定められていますが，本市では，児童生徒数の推計から学級数を算定す

るに当たり，次の学級編制の内，学級数が最大となる「過密解消学級編制」を基に検討しま

す。過密解消学級編制とは，児童生徒一人ひとりの実態や各学校の課題に応じたきめ細か

な教育を施すために本市が独自で導入し，目指している学級編制方法です。 

なお，１学級の児童生徒数は以下の図表のようになっています。 

 

図表 普通学級の編制 

校種 学年 標準学級編制 みえ少人数学級編制 過密解消学級編制 

小 
１年 ３５人 ３５人以下 ３０人以下 

２年 ４０人 ３５人以下 ３０人以下 

中 １年 ４０人 ３５人以下 ３５人以下 

小・中 他の全学年 ４０人 ４０人以下 ３５人以下 

  

同法では，２つ以上の学年をひとまとめにし，１つの学級に編制したものを複式学級と

しており，複式学級編制についても次のとおり定めています。 

 なお，本市においては，現在のところ複式学級はありません。 

 

図表 複式学級とする基準 

校種 複式学級編制 

小 
連続する学年の人数の合計が１６人以下 

（ただし，第１学年の児童を含む学級にあっては８人） 

中 連続する学年の人数の合計が８人以下 

 
また，特別支援学級については，知的障がいや肢体不自由等，障がいの状態に応じて学級

を編制することとされています。同法では，２つ以上の学年で学級編制する場合について，

次のように定めています。 
 
図表 特別支援学級の編制 

校種 特別支援学級の編制 

小・中 ８人 
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（２）普通学級数の試算 

児童生徒数の将来的な見通しとして，人口減少や少子化の流れを変えられる要因を見出

せない中，基本推計（４ページ）を基に２０年先までの児童生徒数の推計を行い，学区外通

学，転入出及び市立小中学校以外への進学等を考慮し，本市が目指す過密解消学級編制に

より学級数を算定しました。 

算定結果は，次ページのとおりで，目安として５年ごとの児童生徒数と普通学級数を記

載しています。 

平成２９年５月現在においては，小学校の普通学級数は６学級から２９学級，中学校の

普通学級数は９学級から３１学級あり，過大規模校や各学年１学級の小規模校が存在して

います。 

今後の児童生徒数の推計を基に学級数を算定すると，複式学級がある過小規模校や各学

年１学級となる新たな小規模校の発生，また，学級数が適正規模を超えたままの大規模校

の存在が想定されます。 

なお，既に実施している小規模特認校制度や通学区域弾力化制度を継続するか否かで学

級数は変化します。 

 

 

 

  小規模特認校制度：特色ある教育活動を行う小規模な学校において，市内全域を通学区

域として認める制度 

  通学区域弾力化制度：大規模校対策として，特定の地域に在住する児童生徒について，一

定の条件の下，指定校以外の隣接する学校への就学を認める制度 
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図表 小中学校普通学級数の試算（基本推計，過密解消学級編制（20 ﾍﾟｰｼﾞ参照）による） 

▲過小規模校 △小規模校 ◎適正規模校 □大規模校 ■過大規模校 

 

 小学校名 
H29実数 H34 H39 H44 H49 

児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 

1 国府小 363 ◎ 13 317 ◎ 12 357 ◎ 12 330 ◎ 12 318 ◎ 12 

2 庄野小 322 ◎ 12 250 ◎ 12 197 △ 8 195 △ 8 198 △ 8 

3 加佐登小 332 ◎ 12 248 △ 11 259 ◎ 12 270 ◎ 12 260 ◎ 12 

4 牧田小 405 ◎ 14 415 ◎ 16 320 ◎ 12 285 ◎ 12 267 ◎ 12 

5 清和小 285 ◎ 12 319 ◎ 13 279 ◎ 12 254 ◎ 12 245 ◎ 12 

6 石薬師小 308 ◎ 12 214 △ 11 202 △ 10 187 △ 7 173 △ 6 

7 白子小 433 ◎ 16 396 ◎ 14 317 ◎ 12 285 ◎ 12 277 ◎ 12 

8 桜島小 766 □ 26 667 ◎ 23 571 ◎ 19 530 ◎ 18 533 ◎ 18 

9 旭が丘小 862 □ 29 875 □ 30 698 □ 25 628 ◎ 20 610 ◎ 20 

10 鼓ヶ浦小 157 △ 7 121 △ 6 114 △ 6 104 △ 6 92 △ 6 

11 愛宕小 424 ◎ 15 458 ◎ 16 286 ◎ 12 266 ◎ 12 255 ◎ 12 

12 稲生小 728 □ 25 724 □ 25 588 ◎ 21 579 ◎ 20 654 ◎ 23 

13 飯野小 588 ◎ 21 710 □ 26 541 ◎ 18 502 ◎ 18 502 ◎ 18 

14 明生小 266 △ 11 280 △ 11 189 △ 7 173 △ 6 163 △ 6 

15 河曲小 502 ◎ 18 522 ◎ 19 468 ◎ 17 453 ◎ 18 454 ◎ 18 

16 一ノ宮小 484 ◎ 18 488 ◎ 18 361 ◎ 12 348 ◎ 12 343 ◎ 12 

17 長太小 373 ◎ 14 284 ◎ 12 237 ◎ 12 226 ◎ 12 224 ◎ 12 

18 箕田小 288 ◎ 12 235 △ 11 199 △ 10 199 △ 8 197 △ 8 

19 玉垣小 748 □ 26 796 □ 27 637 ◎ 22 588 ◎ 20 587 ◎ 20 

20 若松小 341 ◎ 12 245 △ 11 200 △ 10 201 △ 8 183 △ 6 

21 神戸小 621 ◎ 21 630 ◎ 21 497 ◎ 18 469 ◎ 18 463 ◎ 18 

22 栄小 199 △ 8 164 △ 6 171 △ 6 150 △ 6 116 △ 6 

23 郡山小 248 △ 10 162 △ 6 177 △ 7 155 △ 6 120 △ 6 

24 天名小 110 △ 6 92 △ 6 81 △ 6 66 △ 6 63 △ 6 

25 合川小 92 △ 6 84 △ 6 73 △ 6 74 △ 6 62 △ 6 

26 井田川小 153 △ 6 135 △ 6 133 △ 6 120 △ 6 134 △ 6 

27 鈴西小 240 △ 11 180 △ 8 169 △ 6 156 △ 6 147 △ 6 

28 椿小 131 △ 6 104 △ 6 109 △ 6 92 △ 6 77 △ 6 

29 深伊沢小 143 △ 6 130 △ 6 117 △ 6 95 △ 6 86 △ 6 

30 庄内小 87 △ 6 75 △ 6 73 △ 6 51 ▲ 5 42 ▲ 4 

 計 10,999 411 10,320 401 8,620 342 8,031 324 7,845 323 

 

 中学校名 
H29実数 H34 H39 H44 H49 

生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 

1 平田野中 446 ◎ 14 430 ◎ 14 376 ◎ 12 364 ◎ 12 353 ◎ 12 

2 創徳中 685 ◎ 20 588 ◎ 18 688 ◎ 22 517 ◎ 15 489 ◎ 15 

3 白鳥中 507 ◎ 15 414 ◎ 14 325 ◎ 11 298 ◎ 9 281 ◎ 9 

4 神戸中 861 □ 25 811 □ 25 790 ◎ 23 607 ◎ 18 587 ◎ 18 

5 大木中 445 ◎ 15 397 ◎ 13 300 ◎ 10 272 ◎ 9 256 ◎ 9 

6 千代崎中 568 ◎ 17 566 ◎ 18 571 ◎ 18 391 ◎ 12 367 ◎ 12 

7 白子中 1,062 ■ 31 1,006 □ 30 885 □ 27 697 ◎ 21 675 ◎ 21 

8 鼓ヶ浦中 448 ◎ 15 397 ◎ 12 335 ◎ 11 299 ◎ 9 274 ◎ 9 

9 天栄中 373 ◎ 12 431 ◎ 13 333 ◎ 11 353 ◎ 12 279 ◎ 9 

10 鈴峰中 288 ◎ 9 271 ◎ 9 199 △ 7 201 △ 6 173 △ 6 

 計 5,683 173 5,311 166 4,802 152 3,999 123 3,734 120 

 



- 23 - 

【図表「小中学校普通学級数の試算」についての説明】 
 
① 児童生徒数や小中学校普通学級数の試算は，人口統計で用いられる推計法による推計である

ため，年ごとの実出生数や入学する児童生徒数の変化について留意する必要があります。 

 

② 本推計は，「コーホート要因法」※１という推計法により，平成２４年及び平成２９年３月

末時点の住民基本台帳人口，国立社会保障・人口問題研究所が公表している出生率（平成３

２年１．５４，平成３７年以降１．５１）を使用して，２０年後までの人口試算を行ってい

ます。推計手順は，市内の人口を地区市民センター単位に分類し，それを小学校区，中学校

区単位に組み替えて，児童生徒数を試算しています。 

※１ コーホート要因法 

     人口推計手法の一つで，年齢階層それぞれの人口動態を基に将来を予測する方法。 

 

③ 小学校は平成３５年度まで，中学校は平成４１年度までの児童生徒数については，既に生ま

れている０歳から１３歳児（現中学２年生）までの実数を考慮し，私立学校への進学等の社

会的な移動条件を加味した試算をしています。（②の２０年分の全体試算に，本期間のみ実

数を考慮した推計に置換。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 学級数はそれぞれの学年ごとに定め，各学校の合計数を記載しているため，例示のとおり，

全校児童生徒数が減少しても，学年単位の学級編制の関係から，学校全体の学級数が増加す

ることがあります。 

例）３年生と４年生の場合（１学級は４０人編制） 

 ３年生 ４年生 合計 
平成２９年度 ９０人 １１９人 ２０９人 

 ３学級 ３学級 ６学級 
平成３０年度 １２１人 ８２人 ２０３人 

 ４学級 ３学級 ７学級 
 

⑤ 合川小学校は，平成２７年度以降，小規模特認校制度を実施しており，同制度を利用し

て，毎年３人から５人までの新１年生が入学する条件で試算しています。 

 

⑥ 白子中学校は，平成２８年度以降，通学区域弾力化制度を実施しており，同制度を利用し

て，天栄中学校に各学年４０人が通学する条件で試算しています。 

 

⑦ 本推計は，住民基本台帳により，年ごとの実出生数や居住者数の変化を考慮した定期的な見

直しが可能です。 

H30 H35 H41 H49 

児童数試算 

生徒数試算 

0～5 歳児の実数を考慮し試算 

20 年分全体試算から置換 

0～13 歳児の実数を考慮し試算 

20 年分全体試算から置換 コーホート要因法による 20 年分全体試算 

コーホート要因法による 20 年分全体試算 

コーホート要因法による 20 年分全体試算 
全 体 試 算 

H29 

実数 

実数 

実数 
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（３）特別支援教育 

   障がいのある児童生徒の持てる力を高め，生活や学習上の困難を改善又は克服するため

適切な指導及び支援が必要なことから，本市では，知的障がいや肢体不自由等の特別支援

学級を各学校に設置しています。 
   また，必要に応じて通級指導教室を設置し，学習面又は行動面で著しい困難を示すとさ

れる児童生徒について，別教室での指導により支援をしています。 
   学校規模適正化において，学校ごとの学級数を試算するに当たっては，普通学級数と併

せて，特別支援学級や通級指導教室も考慮します。 
 

図表 平成２９年５月１日現在の特別支援学級の設置状況 

 

 

 

 
図表 平成２９年５月１日現在の通級指導教室の設置状況 

 

 

 

３ 小規模校・大規模校の対応 

   本市の小中学校は，小中学校普通学級数の試算（２２ページ）のとおり，今後において，

過小規模校や新たな小規模校の発生が予想されます。 
   適正化を進めるに当たっての学校の統廃合は，国の手引にもあるとおり，地域住民や学

校の支援組織と十分な理解や協力を得ながら進めていくことが重要であり，一方では，地

理的状況や地域の実情，小規模校の教育上の利点も考慮し，総合的な判断で小規模校を残

して充実させるケースも考えられます。 
   このため，学校の統廃合については，行政が一方的に実施するのではなく，学校の諸事

情や保護者や地域等との協議により，その結果，小規模校のまま存続させることになった

場合は，小規模校におけるメリットの最大化やデメリットの緩和策についても検討します。

（１０ページ参照） 
   また，現在存在する過大規模校や大規模校については，将来的には適正規模への推移が

予想されます。今後も，保護者や地域等と協議を行い，通学区域の弾力化や通学区域の見

直し等の手法について検討しますが，その結果，大規模校のまま存続させることになった

場合は，大規模校におけるメリットの最大化やデメリットの緩和策についても検討します。

（１１ページ参照） 
 
 

  

 設置学校数 設置学級数 

小学校 ３０校 計６０学級 

中学校 １０校 計２３学級 

 言語 難聴 発達障がい等 

設置数 ３校 １校 ３校 
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第５章 学校の適正規模・適正配置の実現に向けた方策     

１ 学校規模の適正化を図る手法 

第４章の学校規模や配置基準及び今後の推計に基づき，学校規模の適正化を図る必要が

ある学校については，以下の具体的な手法を保護者，地域及び行政が一体となって検討し

ます。 

検討に当たり，教育上の課題が大きいと考えられる過小規模校及び過大規模校について

は直ちに検討と対応を始め，また，小規模校及び大規模校については児童生徒数の推計や

学級規模（人数）を考慮の上，当該校及び周辺校の保護者や地域等も含めた遅滞のない検討

と対応を行います。 

（１）通学区域の弾力化や通学区域の見直し 

通学区域の弾力化とは，特定の地域に在住する児童生徒について，一定の条件の下，指定

校以外の隣接する学校への就学を認める制度です。本市では，過大規模校又はそれに準じ

る大規模校対策として，平成２８年度から旭が丘小学校及び白子中学校で実施しており，

定員は，就学を希望する学校までの距離が一定条件内の場合に，受け入れる学校の児童生

徒数や教室数等を勘案し，教育委員会が毎年度定めています。 

通学区域の見直しとは，通学距離や通学経路の安全性などに配慮の上で，隣接する学区

との境界を変更することです。区域を見直す際には，小学校区と中学校区との整合，地域の

自治会活動や地域づくり協議会活動等との整合など，総合的な調整を行うことが必要です。 

（２）小規模特認校制度 

小規模特認校制度とは，特色ある教育活動を行う小規模な学校の一層の活性化を図ると

ともに，市内全域を通学区域として認める制度です。本市では，将来的な複式学級の解消も

念頭において，平成２７年度から合川小学校で実施しており，文部科学大臣の指定を受け

た教育課程特例校として，全学年での英語教育とＩＣＴ教育の推進に取り組んでいます。 

（３）統廃合 

学校の統廃合は，対象となる学校が過小規模校あるいは小規模校の場合に隣接する学校

と統合することによって，適正規模を確保できる場合に実施する方法です。「鈴鹿市公共施

設等総合管理計画」の主旨からは，統合を検討する学校のどちらかに統合され，一方（複数

ある場合は存続校以外）は，原則，取壊しを検討することとなります。その後，校舎や跡地

の活用については，地域と協議しながら検討します。 

また，学校の統廃合は，児童生徒，保護者，地域住民及び学校の卒業生等にも影響を及ぼ

すことから慎重に検討する必要があります。特に小学校については，地域コミュニティの

核として，防災，保育，地域交流の場等，様々な機能を有していることから，地域との協議

等に時間をかけて丁寧に調整することが必要です。 
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図表 統廃合において期待できる効果と想定される課題（国の手引からの抜粋） 

 

効果 課題 

・良い意味での競い合いが生まれ，向上心が

高まった。 

・社会性やコミュニケーション能力が高まっ

た。 

・友人が増えた，男女比の偏りが少なくなっ

た。 

・多様な意見に触れる機会が増えた。 

・集団遊びが成立するようになった，休憩時

間や放課後での外遊びが増えた。 

・進学に伴うギャップが緩和された。 

・多様な進路が意識されるようになった。 

・複式学級が解消された。 

・クラス替えが可能になった。 

・より多くの教職員が多面的な観点で指導で

きるようになった。 

・グループ学習や班活動が活性化した，授業

で多様な意見を引き出せるようになった。 

・音楽，体育等における集団で行う教育活動，

運動会や学芸会，クラブ活動，部活動などが

充実した。 

・校務の効率化が進んだ，教育予算の効果的

活用が進んだ。 

・保護者同士の交流が広がった，ＰＴＡ活動

が活性化した，学校と地域との連携協働関

係が強化された。 

・スクールバス導入による徒歩時間の減少に

伴う体力低下。 

・遠距離通学に伴う放課後の遊び時間や家庭

学習時間の減少。 

・障がいのある児童生徒の一人通学の方法。 

・通学距離が長くなることによる不審者犯罪

や交通事故対策など通学路での安全確保。 

・学校規模が拡大することによる児童生徒に

とっての環境変化への対応。 

・通学区域の拡大や一部の地域で学校がなく

なることによる学校と地域との関係の希薄

化。 

・防災拠点，文化・スポーツの活動拠点，地域

コミュニティの精神的支柱としての側面の

継承。 

・統合に伴う膨大な諸事務の計画的な実施。 

校名，校章，校歌等の決定 

学校行事の調整 

備品や図書の整理 

ＰＴＡ規約や会計の整理 

関連規則等の改正 

廃校後の跡地活用 

 

（４）小中一貫校制度 

小中一貫校制度は，義務教育９年間を連続した教育課程として捉え，児童生徒・学校・地

域の実情等を踏まえて教育の質を高めるため，小学校と中学校の教育を統合する制度です。

平成２８年４月に施行された改正学校教育法により，９年間の義務教育を一貫して行う新

たな学校の種類である「義務教育学校」の設置が可能となりました。小中一貫校は，全国各

地で開校が増えてきています。例えば，小学校を統合する場合において，中学校を含めて小

中一貫校とするなど，学校規模の適正化の一環として取り組むことが考えられます。 
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図表 小中一貫校制度における期待される成果と想定する課題 

（文部科学省「小中一貫教育等についての実態調査の結果」から抜粋） 

 

成果 課題 

・学習習慣の定着が進んだ。 

・中学校への進学に不安を覚える児童が減少

した。 

・いわゆる「中１ギャップ」が解消した。 

・学習規律・生活規律の定着が進んだ。 

・上級生が下級生の手本となろうとする意識

が高まった。 

・教員の指導方法の改善意欲が高まった。 

・小・中学校の教職員間で互いの良さを取り

入れる意識が高まった。 

・小・中学校の教職員間で協力して指導を行

う意識が高まった。 

・小・中学校共通で実践する取組が増えた。 

・異校種，異学年，隣接校間の児童生徒の交流

が深まった。 

・９年間の系統性に配慮した指導計画の作成・

教材の開発。 

・年間行事予定の調整・共通化。 

・小中の教職員間での打合せ時間の確保。 

・小中合同の研修時間の確保。 

・教職員の負担感・多忙感の解消。 

・児童生徒の人間関係が固定化しないような

配慮。 

・小学校高学年のリーダー性・主体性の育成。 

・転出入者への学習指導上・生徒指導上の対

応。 

 

 
 
 

図表 学校規模の適正化を図る手法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【分類】 【学校規模適正化を図る手法】 

過大規模校 
・通学区域の弾力化 

・通学区域の見直し 

大 規 模 校 

適正規模校 

（共通） 

 

 

 

 

・統廃合に伴う新設 

・小中一貫校の新設 

・分離に伴う新設 

 

 

 

 

 

・現状維持 

小 規 模 校 

・通学区域の見直し 

・小規模特認校制度 

・統廃合 過小規模校 
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２ 実現に向けた基本手順 

（１）課題提供と共通理解 

学校規模等の適正化に向けては，市内全地区の保護者や地域等関係者に対して，説明会

等を通じて，本基本方針の内容とともに学校の現状及び将来予測，適正化に向けた手法，検

討開始時期のフローチャート（次ページ）等の情報を直ちに提供し，適正化の基本手順につ

いての共通理解を図ります。 

（２）検討開始時期 

検討開始の時期については，原則，小中学校普通学級数の試算表(２２ページ)を基に全

国の他自治体の実例（おおむね５年前）も参考に決定します。（検討開始時期は，地域によ

り異なります。） 

学校の規模が５学級以下の過小規模校又は３１学級以上の過大規模校となる場合は，直

ちに保護者や地域等と手法を検討します。それ以外での小規模校や大規模校となる場合や

学校区変更や統廃合などのニーズがあった場合においても，保護者や地域等との共通理解

を踏まえ，対応を図ります。 

特に，将来的に過小規模が見込まれる学校については，統廃合の適否も考慮し，試算表に

おける過小規模校が見込まれる年度のおおむね５年前に当該校の中学校区単位の保護者や

地域等の関係者に改めて状況を説明します。 

（３）具体的手法の流れ 

適正化を図るための具体的な手法の流れについては，フローチャートに記載のとおりで

す。ただし，フローチャートに示した対応案ごとの検討期間は，地域の実情や本市の財政状

況などによって変わります。 

例えば，当該地域における学校区再編，統廃合や小中一貫校設置などの対応案を検討す

る場合，基本方針の次のステップとなる個別地域ごとの再配置(再編)計画を策定します。

策定に向けては，保護者や地域等との十分な意見交換を行い，本市の財政事情も考慮の上

で方向性を示す素案を作成します。この素案に基づき，具体的な実施事業の内容，実施スケ

ジュール等を示した再配置(再編)計画を策定し，保護者や地域等の関係者と協議しながら，

必要に応じた修正を加え，手続を開始します。 

（４）学校の新設等 

適正化を図るための手法として学校の新設等を行う場合は，保護者や地域等との合意形

成をはじめ，市総合計画との調整，基本設計や実施設計，建設工事，開校準備など，完了ま

でに長い期間を要します。他自治体の視察や事例調査でも，５年程度の期間が必要となっ

ており，さらに，新たな学校用地を取得する場合は，その期間も別途要することから，実施

スケジュールを慎重に検討します。 

（５）児童生徒数推計や基本方針の見直し 

   検討開始のベースとなる児童生徒数や小中学校普通学級数の試算については，人口統計

で用いられる推計法による推計であるため，各地域における宅地分譲や共同住宅建設など

の開発状況，年ごとの実出生数や入学する児童生徒数の変化についても留意し，適宜，見

直すものとします。それに関連して，この基本方針についても，社会情勢や保護者や地域

等のニーズに適するものとなるよう，必要に応じて（５年を目処）見直しを図ります。 

 



- 29 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 実施までの基本手順と検討開始時期のフローチャート 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※図表の年数は，児童生徒数や普通学級数の試算から課題が生じると見込まれる年度を基 
準にしたおおよその年数です。 

※手法の内，「通学区域の弾力化」や「小規模特認校制度」を継続して実施している場合 
は，従来どおり１年前に保護者，地域等との意見調整の上，実施します。  

 

 

５年前 

４年前 

３年前 

２年前 

１年前 

小
規
模
特
認
校
制
度 

通
学
区
域
の
見
直
し 

通
学
区
域
の
弾
力
化 

統
廃
合 

統
廃
合
に
伴
う
新
設 

小
中
一
貫
校
新
設 

分
離
に
伴
う
新
設 

実施 

平成３０年度（初年度） 

・鈴鹿市学校規模適正化・適正配置に関する基本方針の策定 

・説明会等を通した保護者や地域等への現状及び将来予測，適正化に向けた手法等の情報提供 

・対応案決定 

・関係者説明会 

・募集 

・保護者，地域等の

意見の把握 

・通学区域の検討 

・保護者，地域等と

の意見調整 

・議会等との協議 

・保護者，地域等の

意見の把握 

・中学校区単位の課

題と対応案の検討 

・保護者，地域等と

の意見調整 

・議会等との協議 

・対応案決定 

・各種申請手続 

・関係者説明会 

・募集 

・保護者，地域等の

意見の把握 

・再配置（再編）計

画素案作成 

・保護者，地域等と

の意見調整 

・議会等との協議 

・対応案方向性確認 

・統廃合内容決定 

・保護者，地域等と

の意見調整 

・開閉校準備 

・関係者説明会 

・各種申請手続 

・建設工事 

・開閉校準備 

・関係者説明会 

・保護者，地域等の

意見の把握 

・再配置（再編）計

画素案作成 

・保護者，地域等と

の意見調整 

・議会等との協議 

・対応案方向性確認 

・市総合計画の実行

計画への反映 

 

・過小規模校及び過大規模校は，直ちに行う。 

・小規模校及び大規模校は，保護者や地域等との共通理解を踏まえて対応する。 

・保護者や地域等から学校区変更や統廃合などのニーズがあった場合も対応する。 

⇒保護者や地域等と行政が意見交換し，方向性や適正化に向けた手法の検討 

・基本計画 

・実施計画 

課題提供と共通理解 

検討開始時期 
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３ 適正化を図る際の留意点 

（１） 通学路の安全確保 

   通学区域の見直しや統廃合等の手法によって徒歩や自転車での通学距離が長くなる場合には，

保護者や地域等と協議を行い，通学路の安全確保について対応します。 
また，徒歩や自転車による通学が甚だ困難であると判断される場合には，別の交通手段の導

入を検討します。 

（２） 児童生徒への配慮 

   統廃合等の手法による児童生徒の精神的負担を最小限に抑え，学習等活動に影響が出な

いよう，また，新たな人間関係を構築できるよう十分配慮します。 

（３）保護者や地域等との連携 

   より良い学習環境の実現や義務教育のための教育的観点だけでなく，地域コミュニティ

の核としての学校の役割を踏まえ，学校と地域とのつながりや学校が持つ多様な機能につ

いて，保護者や学校運営協議会，地域づくり協議会等との協議を行い，また，未就学児の保

護者等にも情報を提供します。 

（４）市長部局との緊密な連携 

   統廃合等の手法を検討するに当たっては，施設整備をはじめ，まちづくり戦略の一環とし

て魅力ある学校づくりのために予算支出を伴うことが考えられることから，保護者や地域

づくり協議会等のほか，市長部局とも緊密な連携を図ります。 

（５）鈴鹿市公共施設等総合管理計画との関係 

① 保有量の適正化（統合後の校舎・跡地利用・施設の複合化） 

学校の統合が必要となり，その場合に廃校となる校舎等の施設については，「鈴鹿市公共

施設等総合管理計画」の主旨に基づき，原則，取壊しを検討することとなりますが，校舎や

跡地の活用については，まちづくりの観点などから，地域づくり協議会等と協議しながら検

討します。 

また，学校を他分野の施設と複合化することによって，地域との交流促進，災害時の拠点，

福祉環境の充実，子育て支援につながることが期待できます。そのため，空き教室の発生時

や改修・改築時に，施設の複合化による有効利用について，関係法令との整合を図りながら

保護者や地域づくり協議会等と検討します。 

文部科学省報告書「学習環境の向上に資する学校施設の複合化の在り方について～学びの場を拠点とした地

域の振興と再生を目指して～」の公表 

【http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/27/11/1364499.htm】 

② 長寿命化の推進 

   小中学校の校舎は老朽化が進んでいるため，改修や改築など校舎の更新は，「文部科学省

インフラ長寿命化計画（行動計画）（平成２７年３月策定）」等に基づき，計画的な取組を進

めます。 

③ 運営管理の適正化 

   学校の維持管理・保全を図る上では，適正に運営管理ができるようコスト縮減に取り組む

必要があります。学校施設の老朽化の状況を踏まえ，今後のランニングコストや維持修繕に

係るコストを考慮し，より安価で質の高い教育環境を提供できるよう，維持管理や更新の手

法等を検討します。

http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/27/11/1364499.htm%E3%80%91
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第６章 まとめ                    
 

本市においては，現在，小規模校及び過大規模校について，小規模特認校制度や通学区域弾

力化制度の実施により，学校規模の適正化に努めています。 
しかしながら，今後の少子化等の進展による学校の小規模化に伴い，児童生徒が集団の中で

切磋琢磨しながら学び，社会性を高めることが難しくなるなどが懸念されています。 
そのため，学校規模の適正化を検討するに当たり，本年度，教育委員会の諮問機関となる外

部委員会「鈴鹿市学校規模適正化検討委員会」を設置し，子どもたちのより良い生活・学習環境

を実現する教育的な観点や学校が地域コミュニティの核となる観点，また，全市的な視点で検

討する観点から慎重な審議を重ね，「鈴鹿市学校規模適正化・適正配置に関する基本方針」を策

定しました。 
「基本方針」の学級数や児童生徒数の推計（試算）データは，１０年後，２０年後の学級数や

児童生徒数から，今後対応が必要な過小規模校の発生が予測できることになりましたが，一方

で，交通網など立地条件の良い場所での住宅開発などによって，児童生徒数が急激に増加する

過大規模校などの課題にも引き続き注視しなければなりません。 
子どもたちのより良い生活・学習環境の実現に向けては，学校規模以外での環境づくりも必

要となります。今回，児童生徒へのアンケートの設問で「あればうれしいこと」への意見には，

「トイレの洋式化，匂いの除去」「電子黒板やタブレット等のＩＣＴを利用した授業の実施」「遊

具の種類を増やしてほしい」「学校が古い」などがありました。そのため，推計（試算）データ

は，子どもたちが等しく学校生活を過ごす上で，施設環境の平準化や劣化の目立つ施設の老朽

化対策など，教育環境の全体整備を検討する上でも活用していきます。 
 
本市の「基本方針」の特長は，全国の取組事例を参考に，第５章に掲げるように，今後生じる

諸課題に対して，決して早すぎず，遅すぎないタイミングで関係者間で課題を考え，解消して

いくガイドラインとなるものです。 
その内容には，小規模校などのメリット・デメリットや学校規模の適正化を図る手法や基本

手順があり，課題に気付き，考え，話し合うためのツールとなります。 
本市としては，学校の統廃合や小中一貫校の新設など複数の選択肢をそれぞれの地域の保護

者や住民が理解し，課題を共有の上，子どもたちにとって「最善の選択」につながるよう，共に

検討していきます。 
今後においては，この基本方針及び推計データを定期的に更新しながら，適正化の維持・推

進に活用し，啓発の面では，現在の保護者や学校運営協議会などだけでなく，未就学児の保護

者や地域関係者等に必要に応じて説明会等により浸透を図っていきます。 
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鈴鹿市学校規模適正化検討委員会 委員名簿 
 
 

 区分 氏名 所属 

１ 
学識経験を有する者 

【委員長】 
鈴木 賢一 

名古屋市立大学大学院 芸術工学研究科教授 

２ 
【副委員長】 
田辺 則人 

一般社団法人地域問題研究所 主席研究員 

３ 自治会の役員 片岡 昌昭 鈴鹿市自治会連合会 副会長 

４ 
学校教育法第１６条

に規定する保護者 
鈴木 美生 鈴鹿市ＰＴＡ連合会 副会長 

５ 学校の長 伊藤 行輝 鈴鹿市立稲生小学校 校長 

６ 

教育委員会が必要と

認める者 

南田あゆみ 
三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング（株） 
政策研究事業本部 主任研究員 

７ 宮里 祐史 社会福祉法人和順会 常務理事 

８ 服部由佳理 鈴鹿市立玉垣小学校 教諭 

９ 中野あけみ 鈴鹿市立旭が丘幼稚園 園長 

１０ 伊川 真樹 市民公募 

１１ 伊藤 理恵 市民公募 
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